


























決 50 選』（2010 年，立花書房）⚓頁），廣瀬健二「外国少年司法事情⚑」家庭の法と裁
判⚖号（2016 年）152 頁，同「少年法の基礎―我が国の特徴と年齢の規制」研修 826 号





護組織の変更」犯罪と非行 151 号（2007 年）142 頁，同「スウェーデンの制裁制度」犯
罪と非行 141 号（2004 年）123 頁，同「スウェーデン」宮澤浩一＝藤本哲也『講義刑事
政策』（1984 年，青林書院）28 頁，同「スウェーデンの社会福祉新立法」家月 33 巻 11
号（1981 年）157 頁，萩原金美『〔翻訳〕スウェーデン手続法集成』（2011 年，中央大学
出版），同『〔翻訳〕スウェーデン訴訟手続法』（2009 年，中央大学出版部），同『スウェ
ーデン法律用語辞典』（2007 年，中央大学出版部），同『スウェーデンの司法』（1986 年，
弘文堂），藤原尚子「スウェーデン」法務総合研究所研究部報告 44 号（2011 年）59 頁，
最高裁判所事務総局刑事局『陪審・参審制度 スウェーデン編』（2002 年，司法協会），
鮎川潤「スウェーデン犯罪防止委員会」犯罪と非行 120 号（1999 年）229 頁，伊藤広史
「海外の矯正事情（第⚕回）スウェーデン」刑政 108 巻⚕号（1997 年）88 頁，シャステ
ィン・ニルソン「スウェーデンの更生保護制度」犯罪と非行 109 号（1996 年）130 頁，
トーマス・エクボン「スウェーデンにおける犯罪と矯正制度の現況」犯罪と非行 106 号
（1995 年）100 頁，野坂明宏「スウェーデン及びイギリスにおける更生保護見聞録」同号
167 頁，花島政三郎「スウェーデンの青少年保護施設を訪ねて」犯罪と非行 104 号
（1995 年）137 頁，澤田健一「スウェーデンの矯正の現状」犯罪と非行 98 号（1993 年）
61 頁，高木俊治「スウェーデンとイギリスの矯正施設」刑政 101 巻⚕号（1990 年）40
頁，細井洋子「スウェーデンの青少年問題Ⅳ」犯罪と非行 51 号（1982 年）149 頁，小澤






⚔） 2013 年～2015 年度は，研究代表者廣瀬健二，研究分担者成瀬幸典東北大学教授，同佐
藤隆之慶應義塾大学教授，同松澤伸早稲田大学教授，同柑本美和東海大学教授，同津田
雅也静岡大学准教授，研究課題「少年刑事事件の総合的研究―少年の地位・責任の理論

























⚖） 公刊したものは，廣瀬健二「海外少年司法制度―北欧調査の一部報告」刑政 126 巻⚑
号（2015 年）16 頁，同「外国少年司法事情⚒―ヨーロッパ諸国の概観と北欧(1)」家庭
の法と裁判⚗号（2016 年）95 頁，同「外国少年司法事情⚓―北欧(2) スウェーデン」
家庭の法と裁判⚘号（2017 年）147 頁，同「外国少年司法事情⚔―北欧(3) スウェーデ
ンの刑事司法制度」家庭の法と裁判 10 号（2017 年）130 頁，同「外国少年司法事情⚕―


















（1964：167）med särskilda bestämmelser om unga lagöverträdare。LUL法)10)と若
















12） SOL 法の 1980 年までの概況については，廣瀬・前掲注⚖）「外国少年司法事情⚓」
147 頁以下，坂田・前掲注⚕）「スウェーデンの社会福祉新立法」家月 33 巻 11 号（1981
年）157 頁参照。

















































⚒ 即 時 観 護
保護の緊急の必要性がある場合19)には，社会福祉委員会の委員長等20)が即
時観護を決定することができる（⚖条）。この決定は次に開かれる社会福祉委
































































24） Statens Institutionsstyrelse であり SIS と略称されている。
25） 委員長若しくは委員会により任命された他の委員と規定されている（11 条⚓項）。
26） その若年者の危険な感染症への罹患を保健医療職員が知った場合，その感染の事実を
原則として SIS に報告することが義務付けられている（12 条⚓項）。










に特別な注意を払うことが要求される（13 条 a 第 1 項・3 項）。具体的には，①
収容されている家庭施設への定期的な個人的訪問，②対象者との個人的面談，
③受け入れ施設の担当者との面談，④監護権者との面談などを通じて保護が実



















































れがある場合には，収容者の電話・訪問面会を禁じることができる（15 条 a ⚑
項）。施設外の滞在は，事前に期限を定めるが⚔週間を超えることはできない
（15 条 a 第 2 項）。
電話による面会，訪問を受けての面会30)，施設外での滞在の権利の制限に
関する決定は SIS が行うが，施設外滞在の制限決定は，社会福祉委員会との












































































































































a），特別ユニットにおける処遇（15 条 b），収容者の隔離（15 条 c），所有物の
売却・除去（20 条）に関する決定に対しては，行政地方裁判所に不服申立をす
ることができる（42 条⚑項）。











情報を提供しなければならない（43 条 b）。上記移送（43 条）の遂行のため必
要不可欠な限度で若年者を拘束することができる。ただし，15 歳未満の者は
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拘束することができない（43 条 c）。


















考えられる場合には，18 歳以上 20 歳未満の者にも第⚓条による保護の措置を実施
することができる。








































































































































































第 15 条 b
① 収容者を閉鎖可能，又は他の方法による特に慎重な監督のための設備を備えた



































































品の禁止に関する法律」（1999：42）の対象となる物品が，第 16 条若しくは第 19








第 20 条 a




第 20 条 b
第 15 条 a 及び第 18 条から第 20 条の諸規定によるほか，第 15 条及び第 15 条 b






② 第⚒条に基づいて決定された保護は，若年者が 18 歳に達するときまでに終了す
る。
③ 第⚓条に基づいて決定された保護は，若年者が 21 歳に達するときまでに終了す
る（2003 年改正：406）。

































































































































② 若年者が 15 歳以上である場合，彼又は彼女は，本法による審理及び裁定に関す
る自身の主張を自ら伝える権利を有する。これよりも若い者は，情操を害されな
いと考えられる場合，裁判所において聴取を受けることができる。









第 34 条から第 38 条及び第 47 条から第 51 条は，適用されない（2010 年改正：
1955）。
第 39 条
① 第⚒条及び⚓条による保護の措置の準備，第⚖条による即時観護，第 21 条によ


































① 本法による SIS のした以下の決定に対しては行政地方裁判所に不服申立をする
ことができる。
⚑．当該決定が，特別な場合において，家庭施設に収容されている若年者に対
する第 15 条 a による電話面会又は訪問を受ける権利の制限を含む場合。






第 10 章 警察機関及び矯正保護庁による支援
第 43 条




















③ 第⚒項は，裁判所による要請には適用されない。捜索についての SIS による要
請についても同様である（2017 年改正：135）。






⚘章第 2条 a（2017 年改正：135）。
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第 12 章 経過規定等
（省略）
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